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平成24年5月10日 

各      位 

上 場 会 社 名 株式会社ピーアンドピー 

 （コード番号：2426 ジャスダック） 

本 社 所 在 地 東京都新宿区新宿三丁目27番4号 

代 表 者 代 表 取 締 役 社 長 山 室 正 之 

問 合 せ 先 取締役経営戦略本部長 白 井 智 章 

 TEL（03）3359-7599（代表） 

 

単独株式移転による持株会社の設立に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、平成24年6月20日開催予定の定時株主総会における承認を前提に、平成

24年10月1日（予定）を期日として、単独株式移転の方法により「株式会社Ｐ＆Ｐホールディングス」（以下「持株

会社」といいます。）を設立することを決議いたしましたので、下記の通りお知らせいたします。 

 

記 

 

１．単独株式移転による持株会社設立の目的 

  (1)背景及び目的 

 当社は、メーカーと小売店、さらに消費者を繋ぐ架け橋となるべく、創業より企業の販売活動の支援サービスを

展開してまいりました。当社の主たるサービスであるSPO（セールスプロセスアウトソーシング）サービスは企業

の販売活動を構成する販売戦略の立案から、集客支援や販売員派遣、調査業務といった一連の業務をワンストップ

で提供するサービスです。 
特に、販売現場への人的サービス支援は SPO サービスの中心となるサービスでありますが、先行き不透明な経

営環境の下、当社が更なる発展を目指す為には、既存事業のサービス強化およびその周辺領域への積極的なサービ

ス展開が急務であると考えております。 
そこで、既存事業の推進を機動的に行うことができるように各事業会社の独立性を一層高めること、効率的な事

業拡大のためにグループ内の経営資源の適正な配分を行うこと、サービス領域拡大のためにM&Aを含む事業再編

を柔軟に行うことを目的に持株会社体制へと移行することといたしました。 
本株式移転により新たに設立される親会社においては、Ｍ＆Ａや事業再編を含めたグループ全体の経営戦略の立

案を行うと同時に、人材、資金、情報、設備といった経営資源の適正配置を推進する一方、各事業会社においては、

それぞれの事業の推進に専念することで、経営と執行の分離による経営効率の向上を図り、企業価値の向上に努め

てまいります。 
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(2)持株会社体制への移行手順 

   ＳＴＥＰ１ 

 平成24年6月20日に開催予定の定時株主総会での承認を条件に、平成24年10月1日を期日として、株式移転

により、完全親会社となる純粋持株会社を設立いたします。同時に、当社は、純粋持株会社の完全子会社となりま

す。 

 

 

 

   ＳＴＥＰ２ 

 平成25年1月を目途に、当社の関係会社株式を含めた関係会社管理部門を吸収分割により持株会社に承継させる

ことを予定しております。 

 

 

 

２．株式移転の要旨 

  (1)株式移転の日程 

平成24年 5月10日（木）   株式移転取締役会決議 

平成24年 6月20日（水）（予定）  株式移転承認定時株主総会 

平成24年 9月26日（水）（予定）  当社株式上場廃止日 

平成24年10月 1日（月）（予定）  持株会社設立登記日（本株式移転効力発生日） 

平成24年10月 1日（月）（予定）  持株会社株式上場日 
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  (2)株式移転に係る割当ての内容（株式移転比率） 

 
株式会社Ｐ＆Ｐホールディングス 

（株式移転設立完全親会社・持株会社） 

株式会社ピーアンドピー 

（株式移転完全子会社・当社） 

普通株式 100 1 

   （注） 

    ①株式の割当比率 

 当社の普通株式1株に対して持株会社の普通株式100株を割当交付いたします。なお、持株会社の単元株式数

は100株といたします。 

 

②本株式移転により交付する新株式数（予定） 

 普通株式 10,933,100株 

 なお、本株式移転により当社が取得することとなる持株会社株式は、法令の定めに従って、相当の時期に処分し

ます。 

 

(3)株式移転に伴う新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

当社は平成24年5月10日開催の取締役会において、同日付け「取締役および従業員に対するストックオプション（新

株予約権）の発行に関するお知らせ」にてお知らせしておりますとおり、平成24年6月20日開催予定の当社第25期定

時株主総会にて「ストックオプションの割当てのための新株予約権を引き受ける者の募集および割当てに関する件」お

よび「取締役に対して報酬として株式報酬型ストックオプション（新株予約権）を付与する件」が可決承認されること

を停止条件とする条件付ストックオプション（新株予約権）の発行決議を行なっております。本新株予約権は株主総会

での承認後の6月29日に発行される予定でありますが、完全親会社は、当社新株予約権の新株予約権者に対し、その有

する当社新株予約権に代えて同等の完全親会社新株予約権を交付する予定です。 

この時期にストックオプション（新株予約権）を付与する理由は、組織再編成行為の前後を通じて各役職員の業績向

上に対する意欲とその士気を高めることを企図しておりますが、特にその発行手続きとして株主総会決議が必要なこと

を勘案し、この時期の付与となったものです。 

なお当社は、新株予約権付社債は発行しておりません。 

 

(4)持株会社の新規上場に関する取扱い 

 当社は、新たに設立する持株会社の株式について大阪証券取引所JASDAQへの新規上場を申請する予定であり、上場日

は、平成24年10月1日を予定しております。また、当社は本株式移転により持株会社の完全子会社となりますので、

持株会社の上場に先立ち、平成24年9月26日に大阪証券取引所JASDAQを上場廃止になる予定であります。 

なお、上場廃止日につきましては、大阪証券取引所の規則に基づき決定される為変更される可能性があります。 

 

３．株式移転の当事会社の概要（平成24年3月31日現在） 

 

(1) 名 称 株式会社ピーアンドピー 

(2) 所 在 地 東京都新宿区新宿三丁目27番4号 

(3) 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 山室正之 

(4) 事 業 内 容 
販売支援サービス、ストア支援サービス、 

人材サービス、その他アウトソーシングサービス 

(5) 資   本   金 1,384,091,970円 

(6) 設 立 年 月 日 昭和62年1月26日 

(7) 発 行 済 株 式 数 109,331株 
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(8) 純 資 産 3,143百万円（連結） 

(9) 総 資 産 5,903百万円（連結） 

(10) 決 算 期 3月31日 

(11) 大株主及び持株比率 

山室 正之 

㈱ワイ・リンク  

山室 かおる  

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱  

㈱エイジス  

藤井 一夫  

ピーアンドピー社員持株会  

太田 和秀  

井餘田 恭大  

水元 公仁  

25.79％ 

24.84％ 

4.80％ 

2.03％ 

1.88％ 

1.04％ 

0.83％ 

0.79％ 

0.76％ 

0.71％ 

(12) 最近3年間の業績（連結） 

（単位：百万円） 平成22年3月期 平成23年3月期 平成24年3月期 

売 上 高 21,934 21,445 22,689 

営 業 利 益 374 511 507 

経 常 利 益 377 509 512 

当 期 純 利 益 67 235 281 

1 株当たり当期純利益（円） 651.17 2,268.72 2,615.68 

1 株当たり配当金（円） 900.00 1,000.00 950.00 

1 株当たり純資産（円） 27,186.64 27,631.56 29,251.05 

 

４．株式移転設立完全親会社の状況 

(1) 名 称 株式会社Ｐ＆Ｐホールディングス（英文名：P & P Holdings Corporation） 

(2) 所 在 地 東京都新宿区新宿三丁目36番10号 

(3) 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 山室正之 

(4) 事 業 内 容 グループ会社の経営管理及びそれに付帯する業務 

(5) 資   本   金 1,384,091,970円 

(6) 決 算 期 3月31日 

(7) 発行予定株式数 10,933,100株 

 

 

５．今後の見通し 

 本株式移転の実施に伴い、当社は持株会社の完全子会社となります。これにより、当社の業績は持株会社の連結業績

に反映されることになります。なお、本株式移転による業績への影響は軽微であります。また、持株会社の連結業績に

つきましては、現在精査中であり確定次第ご報告いたします。 

 

以上 


